ふるさと納税の促進に関する

要　　望　　書
　

平成２２年５月
岩　手　県　　大　阪　府　　 香　川　県　　熊　本　県
秋　田　県　　和歌山県　　高　知　県　　大　分　県
福　井　県　　鳥　取　県　　 佐　賀　県　　宮　崎　県
山　梨　県　　広　島　県　　 長　崎　県　　鹿児島県
「ふるさと納税」の促進について

「ふるさと納税」は、制度発足から２年を経過し、寄付者が応援する「ふるさと」に多くの寄付が寄せられ、全国の自治体の活性化につながっています。

また、平成２２年度の税制改正において、所得税の寄付金控除の適用下限額の引下げなど、寄付税制の改正が行われました。

今後、「ふるさと納税」が将来にわたって広く国民に理解され、身近で簡便な手続きが確保されることで、より一層利用しやすい制度となるよう、下記事項について要望します。

記

· 納税者にとってさらに使いやすい制度とするため、給与所得者の場合は、年末調整により控除できる仕組みを実現すること。

· 個人住民税の特例控除額の上限(個人住民税所得割額の１割)の引上げを行うこと。

· 個人住民税の適用下限額(5,000円)を所得税の適用下限額(2,000円)にあわせ引き下げること。

　　平成２２年５月２６日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩手県知事　　達　増　拓　也

　　　　　　　　　　　　　　　　　　秋田県知事　　佐　竹　敬　久

福井県知事　　西　川　一　誠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　山梨県知事　　横　内　正　明

大阪府知事　　橋　下　　　徹

和歌山県知事　仁　坂　吉　伸

鳥取県知事　　平　井　伸　治

広島県知事　　湯　﨑　英　彦

香川県知事　　真　鍋　武　紀

高知県知事　　尾　﨑　正　直

佐賀県知事　　古　川　　　康

長崎県知事　　中　村　法　道

熊本県知事　　蒲　島　郁　夫

大分県知事　　広　瀬　勝　貞

宮崎県知事　　東国原　英　夫

鹿児島県知事　伊　藤　祐一郎
